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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

  

第一部 【企業情報】

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月

売上高 (千円) 432,412 1,049,100 1,242,183 1,715,185 2,872,864

経常利益 (千円) 14,050 357,700 506,512 607,498 661,466

当期純利益 (千円) 13,676 210,958 269,364 348,922 388,402

持分法を適用した場合の
投資損失

(千円) ― ― ― ― 55,627

資本金 (千円) 116,000 116,000 266,000 706,150 711,650

発行済株式総数 (株) 954 954 5,520 22,260 22,410

純資産額 (千円) 115,133 326,092 895,456 2,299,559 2,694,462

総資産額 (千円) 418,212 711,844 1,257,761 2,672,426 3,607,648

１株当たり純資産額 (円) 120,685.01 341,815.59 162,220.42 103,304.57 120,234.82

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)
―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 15,934.02 221,130.57 53,059.88 19,681.99 17,428.10

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 18,076.07 16,397.29

自己資本比率 (％) 27.5 45.8 71.2 86.0 74.7

自己資本利益率 (％) 16.62 95.62 44.10 21.84 15.55

株価収益率 (倍) ― ― ― 30.7 35.7

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 424,249 304,334 254,530 652,907

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △65,418 △422,626 276,806 △588,070

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △101,136 334,440 904,239 6,500

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― 417,182 633,330 2,068,907 2,140,244

従業員数 (人) 17 29 40 54 69



(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載していません。 
  
２ 売上高には、消費税等は含まれていません。 
  
３ 第３期から第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在するものの、当社株

式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので、記載していませ

ん。 
  
４ 第５期までの株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておらず、株価が把握で

きませんので、記載していません。 
  
５ 第５期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会平成14年９月25日企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会平成14年９月25

日企業会計基準適用指針第４号)を適用しています。 
  
６ 第３期以前はキャッシュ・フロー計算書を作成していないため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資

活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は

記載していません。 
  
７ 第４期から第７期の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、港陽監査法人(旧法

人名 神奈川監査法人)の監査を受けていますが、第３期の財務諸表につきましては、監査を受けていませ

ん。 

  



２ 【沿革】 

  

   
(注) 平成17年11月にISO9001認証を取得しました。 

  

年月 事項

平成11年１月 総合証券会社の出身者を中心として、操作性、機能性のある金融機関向けのシステム開発を行う

ことを目的として東京都新宿区大京町22番地に当社を設立

平成11年４月 証券業務向けフロントシステム関連業務を開始

平成12年６月 証券業務向けミドルオフィスシステムの受託業務を開始

平成12年７月 本社を東京都港区赤坂三丁目21番13号に移転

平成12年８月 ネットワーク事業関連システム構築の受託業務を開始

平成12年９月 証券業務向けディーリングシステム「TradeOffice-SX」を発売開始

平成14年１月 マーケットメイクサポートシステム「TradeOffice-MM」を発売開始

平成14年２月 証券業務向けトレーディングシステム「TradeOffice-SX Trading Version」を発売開始

平成14年９月 本社を東京都中央区八丁堀二丁目７番１号に移転

平成15年３月 東京証券取引所をはじめとする主要取引所の相場情報を配信する「情報配信サービス」を開始

平成15年９月 ケーヴィエイチ・サービス株式会社（現・KVH株式会社）と業務提携

平成15年10月 JASDAQ市場端末システム「TradeOffice-J9」(JASDAQ-API対応システム)を発売開始

平成16年９月 東京証券取引所マザーズ市場に株式上場

平成16年11月 アーツ証券株式会社と業務提携

平成16年11月 株式会社ファイナンシャルブレインシステムズと業務提携

平成16年12月 大量トランザクション処理を可能にした証券業務向けディーリングシステム 

「MarketAxis D-Edition」を発売開始

平成17年１月 PTS（私設取引システム）「ITMonster」を発売開始

平成17年２月 非取引参加者証券会社向けディーリングシステムを発売開始

平成17年７月 BtoB向けインターネット取引システム「MarketAxis N-Edition」を発売開始

平成17年７月 アーツ投資顧問株式会社と業務提携

平成17年７月 株式会社ディジタルコンサルティングと業務提携

平成17年７月 証券営業部門の管理体制強化をサポートする「証券営業支援システム」を発売開始

平成17年９月 クオンツ・金融工学関連事業へ本格参入

平成17年９月 「インタートレード・日立製作所 Riskscope」の共同展開開始



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び関連会社3社にて構成されており、金融業界で証券ビジネスを行う企業を

主な対象顧客として、フロントシステムからバックオフィスシステムまでの証券業務向けパッケージシ

ステムの設計開発、販売及び保守・運用サービスを主な事業としています。 

その事業の内訳は以下のとおりです。 

  

① パッケージ販売 

当社は、証券業務向けシステムをパッケージ商品化し、提供しています。パッケージソフトウェア

は、一度開発した商品を他の顧客に再販できることから粗利益率向上に寄与する性格があり、現在の

当社において利益率向上に貢献するサービス形態のひとつとなっています。 

当社は、証券業務のノウハウを蓄積し、機能性の向上に結びつく開発活動に注力してきました。パ

ッケージソフトウェアは、受託開発型のシステム構築と比べて開発期間、価格面、蓄積されたノウハ

ウの享受といった面から導入顧客にも大きなメリットがあり、当社のシステム提供形態の基本方針と

しています。 

また、当社では既に当社商品を導入している顧客に対するシステムに関するアドバイスを始めとし

た証券業務、経営戦略など多岐にわたるコンサルテーションを通じ、証券ビジネスにおけるニーズ及

び業務ノウハウの蓄積を実現しています。既存商品はその顧客からのニーズ調査及びヒアリング情報

をもとに高機能化を継続して行っており、また、新規のシステム開発を行う場合にも、蓄積された業

務ノウハウを駆使し、操作性、機能性に配慮したシステム構築を行っています。 

 なお、当社の持分法を適用しない関連会社3社は、いずれも証券ビジネスにおけるノウハウの蓄積

や商品化に大きく貢献しています。 

  

② システムインテグレーション 

上記「パッケージソフトウェア」を導入する際に、当社が請け負う導入プロジェクトに付随するサ

ービスを提供するシステムインテグレーション事業を展開しています。 

当社は顧客よりシステム構築全体を請け負うことがほとんどであり、パッケージソフトウェアを導

入する際には、そのソフトウェアを稼動させるインフラ構築に関するコンサルティング及びサポート

を行っています。具体的にはネットワーク設計からデータベース設計、顧客からのヒアリングなどを

通じてハードウェアの選定及び販売、サーバルームの構築などのサービス提供を実施しています。 

また、既存顧客より新機能開発に関する個社ごとの依頼を受けた場合、当社パッケージ商品として

再販を可能とする契約を当該顧客と締結しており、他の顧客に対してもパッケージ商品の形で提供を

行っています。 

  

③ ソフトウェアのライセンス販売 

当社では、パッケージソフトウェアを顧客に提供する際、その導入端末台数などに応じて月々のラ

イセンス利用料を課金するフィービジネスを展開しています。 

その他、特定のアプリケーション及び特殊な情報提供機能を利用する場合などにもライセンス利用

料を別途課金しています。 



④ カスタマーサポート 

当社では、システムを導入した顧客に対して、ソフトウェア及びハードウェアの保守・運用サービ

スを提供しています。具体的には顧客からの問合せ対応からソフトウェアのバージョンアップ、規制

変更へのシステム修正対応にいたるまで、顧客ニーズに速やかに対応するサポート体制を敷いていま

す。 

特に、証券業務を行う上では監督官庁(金融庁など)によるリスク管理体制構築の指導、規制強化な

どを背景として、法令遵守に対応するシステム・サポートへのニーズが高まってきたという経緯があ

ります。当社では、監督官庁からの指導に準拠したシステム変更を柔軟、かつ、タイムリーに実施す

ることでこれら顧客のニーズに対応しています。 

また、当社では単なるシステムの保守・運用のみならず、顧客が求める付帯サービスに関しても順

次提供してきました。具体的には、リアルタイム株価市況情報の提供、堅牢なシステム環境を実現す

るデータセンター及び通信キャリアの仲介などのサービスをKVH株式会社との業務提携により展開し

ています。 

  

なお、当社の事業の系統図は下記のとおりです。 

  

  
※ データセンターのサービス提供にあたっては、KVH株式会社のデータセンターを利用しています。 

 



４ 【関係会社の状況】 
 

  

  

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 平均年間給与は、基準外賃金を含んでいます。 

  
 ２ 従業員が最近1年間に15名増加しておりますが、主として業容拡大によるものであります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しています。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合 
(％)

関係内容

(関連会社)

アーツ証券株式会社
東京都千代田区紀尾井
町

993 証券業 40.28（―）
システム・サービスの提供
に関する業務提携

アーツ投資顧問株式会社
東京都千代田区紀尾井
町

91 投資顧問業 34.07（―）
金融工学のノウハウに関す
る業務提携 
役員の兼任等有り

株式会社ディジタルコンサル
ティング

 東京都中央区八丁堀           30
情報サービス
業

33.33（―）
システム開発・販売営業
活動に関する業務提携

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

69人 32歳 4ヶ月 2年 5ヶ月 6,567,199円



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度における我が国経済は、昨年夏以降続いていた景気の「踊り場」から脱却し、回復を続け

ています。輸出は緩やかな増加を続け、生産も振れを伴いつつ増加傾向にあり、企業収益が高水準で推

移し、設備投資は増加を続けています。 

                                               

 金融分野においては、「金融改革プログラム－金融サービス立国への挑戦－」の策定により、多様な

金融商品やサービスを国民が身近に利用できる「金融サービス立国」を、「官」の主導ではなく「民」

の力で目指す方針が明確となりました。その先駆けとして、平成16年12月より銀行等による証券仲介業

への参入、平成17年4月からはペイオフ解禁となり、今後も業界の構造に変革が起こり、当社を取り巻

く環境も大きく変化していくことが予想されます。  

                                               

 このような経済状況下、当社はこれまでの主力商品である証券会社向けディーリングシステム

「TradeOffice－SX」、JASDAQ市場端末システム「TradeOffice－J9」といった商品の新規及び追加受注

による売上に加え、平成16年12月に発売を開始した、大量トランザクション処理を可能にしたディーリ

ングシステム「MarketAxis D－Edition」、平成17年1月に企業化した国内初のオークション方式の私設

取引システム（PTS）「ITMonster」等の新商品による売上、そしてこれらに伴うライセンス、カスタマ

ーサポート売上等が好調に推移しました。 

                                               

 なお、当事業年度の研究開発活動としては、証券バックオフィスシステム（基幹システム）の開発を

中心に行い、研究開発費は728百万円（前期比1,374.2％増）となりました。   

                                               

売上の内訳別の状況は次のとおりであります。                         

 
(注) 売上高には消費税等は含まれておりません。 

  

（パッケージ売上）  

 既存商品である「TradeOffice-SX」は、前事業年度にマーケットシェアを一気に獲得して当該商品へ

のニーズの高い顧客層を取り込んだこともあり、新規導入は3件に留まりました。 

  しかし、当事業年度に企業化及び発売を開始した新製品「MarketAxis D-Edition」「ITMonster」は

各1件の新規導入があり、また当該商品は従来の主力商品と比較して大規模で高額案件であったことか

売 上 内 訳

第６期 
(平成16年９月期)

第７期（当期) 
(平成17年９月期)

前  期  比

金額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

パッケージ売上 670,676 39.1 1,049,260 36.5 378,584 56.4

システムインテグレーション売上 400,795 23.4 893,823 31.1 493,027 123.0

ライセンスビジネス売上 100,213 5.8 208,693 7.3 108,479 108.2

カスタマーサポート売上 543,500 31.7 721,087 25.1 177,587 32.7

合    計 1,715,185 100.0 2,872,864 100.0 1,157,679 67.5



ら、パッケージ売上は1,049百万円（前期比56.4％増）の大幅な増加となりました。          

  



（システムインテグレーション売上）   

  ハードウェアの提供と受託開発から構成されるシステムインテグレーション売上は、オンライントレ

ードシステムの大型案件や新商品の導入案件に係る売上計上及び既存顧客のハードウェアの追加導入等

により、893百万円（前期比123.0％増）の大幅な増加となりました。  

  

（ライセンスビジネス売上）   

  当社パッケージシステムを導入した既存の顧客より安定的に収益が得られるライセンスビジネス売上

は、導入顧客数の増加に比例するため、208百万円（前期比108.2％増）と大幅な増加となりました。 

  

（カスタマーサポート売上）   

  当社パッケージシステムを導入した既存顧客に対して、新機能開発等を含めたシステムの保守・運用

サービスとして、ライセンスビジネス売上と同じく安定的に収益が得られるカスタマーサポート売上

は、導入顧客数等の増加に比例するため、721百万円（前期比32.7％増）と着実な増加となりました。 

  

この結果、当事業年度の売上高は、2,872百万円（前期比67.5％増）、営業利益655百万円（前期比

5.1％増）、経常利益661百万円（前期比8.9％増）、当期純利益388百万円（前期比11.3％増）となりま

した。 

  

  

(2) キャッシュ・フロー 

当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末（2,068百万円）に比べて71百万円増加

し、2,140百万円（前期比3.4％増）となりました。  

当事業年度における各キャッシュ・フローとそれらの要因は次のとおりです。  

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 売掛金の増加（209百万円）及び法人税等の支払い（273百万円）等の減少要因があったものの、たな

卸資産の減少（175百万円）や、税引前当期純利益（661百万円）の計上により、営業活動によるキャッ

シュ・フローは652百万円（前期比156.5％増）の増加となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 主に関係会社株式の取得（441百万円）により、投資活動によるキャッシュ・フローは588百万円の減

少（前期は276百万円の増加）となりました。  

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 ストックオプションの行使による新株式発行により、財務活動によるキャッシュ・フローは6百万円

（前期比99.3％減）の増加となりました。  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社は既に開発済みであるパッケージソフトウェアの販売を行っており、受注から売上計上までの期

間が短いため生産実績は販売実績とほぼ一致しています。従って生産実績に関しては販売実績の欄を参

照してください。 

  

(2) 受注状況 

第７期の受注状況を売上内訳別に示すと、次のとおりであります。 

  

第７期(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  
２ ライセンス・サポート等の継続契約については１年以内に売上が計上されることが確実な受注のみを受注残

高としております。 
  
３ システムインテグレーション売上の受注高が△95,921千円となっておりますが、これは当事業年度におい

て、前事業年度末の受注残高に含まれていたオンライントレードシステム案件（受注高671,273千円）の内

容見直しが生じ、私設取引システム（注文マッチングシステム）案件へ変更となり、その結果、システムイ

ンテグレーション売上高から、パッケージ売上受注高へ835,000千円、システムインテグレーション売上受

注高へ68,500千円へ区分変更したことによるものです。 

  

(3) 販売実績 

第７期における販売実績を売上内訳別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  
２ 最近２事業年度の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

 
(注)  なお、第６期につきましては、主要な販売先の総販売実績に対する割合が10％未満のため、記載は省略してお

ります。 

  

売上内訳別 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

パッケージ売上 1,100,633 197.6 104,122 197.4

システムインテグレーション売上 △95,921 ― 24,155 2.4

ライセンスビジネス売上 284,302 126.0 255,954 141.9

カスタマーサポート売上 1,032,512 136.6 989,786 145.9

合計 2,321,526 81.5 1,374,018 71.4

売上内訳別

第７期
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

金額(千円) 前年同期比(％)

パッケージ売上 1,049,260 156.4

システムインテグレーション売上 893,823 223.0

ライセンスビジネス売上 208,693 208.2

カスタマーサポート売上 721,087 132.7

合計 2,872,864 167.5

相手先
第７期

金額(千円) 割合(％)

ライブドア証券株式会社 1,234,203 43.0



３ 【対処すべき課題】 

これまで当社は、証券会社向けにディーリング・トレーディングシステムのパッケージ販売及び保守・

運用サービスを中心に事業を推進してまいりましたが、今後はそれらに加え、顧客層を証券会社のみなら

ず、個人投資家・機関投資家・海外投資家など資本市場の参加者に対して証券業務を提供する金融機関等

へ広げ、これまで蓄積してきた業務ノウハウと、協力会社とのアライアンスを最大限活用し、証券トータ

ルソリューション企業を目指して事業を展開していく方針です。    

 これを実現するためには、これからも顧客ニーズに対しタイムリーに応え、事業の拡大や新商品の開発

に注力し、高品質な商品・サービスを提供していくことが必要とされます。 

 以上のような状況に鑑み、当社の今後の経営課題及びその対策は以下のとおりです。  

  

（1）顧客ニーズに応えられる新商品の開発 

昨今、規制緩和や制度変更などにより、証券業界をはじめ金融業界全般が常に変革の中にあり、顧客

システムについて広範な技術力とスピーディーな対応が強く求められています。当社は創業時より、顧

客からの意見・要望を商品に反映させることで、商品の品質向上を図ってまいりました。 

 今後はより一層早く、正確に顧客ニーズを発掘して、速やかに最適な商品・サービス等のソリューシ

ョンを提供するために、既存顧客とのリレーションシップの強化、多方面にアンテナを張った情報収集

と社内での共有化を行い、商品のラインナップの拡充を見据えた継続的なマーケティング、新商品の開

発及び販売活動を行う方針です。 

  

（2）継続的なパッケージ化による高収益構造の確立 

当社は、高収益構造の確立を目指し、システム化ニーズの高い案件を精査し、パッケージ化を前提と

した研究開発を行っており、その結果、完成したパッケージシステムを業界全体に拡販することを事業

展開の基本方針としています。  

 そのため、顧客ニーズにマッチし、かつ、当社にとっても高収益が期待出来る案件については、継続

的なマーケティング及びパッケージシステム化を検証することが不可欠であると認識しています。 

 当社はこれまで蓄積してきた証券業務向けシステム及び業務ノウハウを駆使し、高付加価値商品を提

供し続けることで、より一層の高収益構造を確立していく方針です。  

  

（3）新規ビジネスの確立による顧客層の拡大 

当社は、高収益構造の確立を目指し、システム化ニーズの高い案件を精査し、パッケージ化を前提と

した研究開発を行っており、その結果、完成したパッケージシステムを業界全体に拡販することを事業

展開の基本方針としています。  

 そのため、顧客ニーズにマッチし、かつ、当社にとっても高収益が期待出来る案件については、継続

的なマーケティング及びパッケージシステム化を検証することが不可欠であると認識しています。 

 当社はこれまで蓄積してきた証券業務向けシステム及び業務ノウハウを駆使し、高付加価値商品を提

供し続けることで、より一層の高収益構造を確立していく方針です。  

  

（4）プロジェクトマネジメント力の強化 

当社が受注したプロジェクトは、数ヶ月にわたり複数の企業及び関係者が関与しながら進行する上、

システム稼動までの期限の厳守及び顧客の満足に資する質的向上の実現が求められるため、プロジェク

トマネジメント力が非常に重要な要素となります。 

 とりわけ当社が提供する証券業務向けシステムは、導入顧客の経営計画を実現する戦略的な位置付け



にあるため、導入スケジュールの遅延は許されません。そのため、プロジェクトマネージャは、関連

する技術及び業務知識を有し、かつ、予算管理・品質管理・納期管理等を行うマネジメント能力は勿論

のこと、顧客の業務ノウハウとエンジニアの知識格差を埋めるコミュニケーション能力が重要なスキル

となります。 

 当社は、独自のノウハウを集積したマニュアルを活用したOJTによるプロジェクトマネジメント力の

強化を図るとともに、平成17年4月より品質マネジメントシステムを導入し、継続的な品質向上を目指

しています。なお、平成17年11月にISO9001の認証を取得しました。 

                                               

（5）人材の確保と育成 

当社が上記（1）から（4）の課題をクリアしていくためには、優秀な人材の確保・育成により知識・

業務ノウハウ及び技術を組織的に共有し、商品・サービスの継続的な品質向上を図ることが不可欠とな

ります。当社は経験豊富で質の高い人材を募集及び紹介等により確保するとともに、平成17年4月より

計画的な新卒社員の採用を開始いたしました。 

 今後は、社内外での研修の実施及び適正な人事評価を実現できる人事評価制度等のインフラ強化、ス

トックオプションをはじめとしたインセンティブプランの活用によって、従業員の当事者意識の向上及

び事業のコアとなる人材の確保と定着等を進める方針です。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社が事業を展開していく中で、リスク要因となる可能性があると考えられる主な事項については以下

のとおりです。当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応

に努める方針です。  

 なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものです。 

                                                

（1）当社の属する市場について 

① 証券ビジネスの推移について 

当社の事業領域は株式市況の影響を受けやすい証券ビジネスであり、当社の業績も市況変化の影響

を受けやすく、今後の株式市況の変化が当社の業績に影響を与える可能性があります。また、株式市

況等のビジネスを取り巻く環境の変化に対応し、証券取引法をはじめとする関連諸法及び内閣府令な

どが改正された場合、当社の既存商品の陳腐化あるいは開発コストの増大を招く恐れもあり、当社の

業績等は影響を受ける可能性があります。 

                                            

② 特定商品及び特定顧客への売上依存について 

当社は、昨今の規制緩和や制度変更などにより常に変革の中にある証券ビジネスの中で、顧客のシ

ステムに対するニーズも広範な技術力とスピーディーな対応が強く求められていることから、これま

での証券フロントシステムベンダーから脱却し、証券トータルソリューション企業への成長に向けて

事業展開を行っています。  

 このような状況下、当社はこれまで以上に、顧客ニーズにマッチした高付加価値商品のラインナッ

プの拡充に努めていますが、特定の新商品については従来の主力商品と比較して大規模であり、当該

商品及びその受注先への売上依存度が高まる可能性があります。 

 当社では、確実な受注及び遅滞のない導入・検収に努めていますが、特定商品の受注の有無もしく

は受注の取消や売上計上の期ずれにより、当社の業績等は影響を受ける可能性があります。  

                                            

③ 技術革新等への対応について 

当社が事業を展開している証券ビジネスは、法規制の緩和等により、従来の証券会社のみなら

ず、金融業界全体へ拡大しつつあり、今後も業務形態が多種多様になっていく傾向が継続していくこ

とが予想されます。また、当該分野では技術革新のスピードが早く、当社の顧客ターゲットに常に必

要とされるシステム及びサービスを提供していくためには、システムに関する最先端の技術・ノウハ

ウを獲得していく必要があります。  

 当社はそれら技術革新等に対応できるよう効率的な技術・ノウハウの獲得スキームを構築すること

はもとより、事業運営及び組織運営を通じて抜本的な対策を恒常的に図っていく方針ですが、技術革

新等に的確に対応できない場合もしくは技術革新等を商品・サービスに的確に反映することができな

い場合、当社の業績等は影響を受ける可能性があります。   

  

④ 当社システム及びサービスの不具合について 

当社が顧客に提供するシステム及びサービスは、多額の資金移動に関わるものであるため、不具合

等が生じた場合、サービスの停止等により、顧客に機会損失を与えたり、利益を逸失させる可能性が

あります。 

 当社はシステムの導入等に際して入念なチェックを行っていますが、当社の重大な過失によって不

具合が発生した場合には、不具合修正費用や信用力の著しい低下等が想定され、当社の業績等は影響



を受ける可能性があります。  

  



（2）今後の事業展開及びそれに伴うリスクについて 

① 既存顧客との取引の継続性について 

当社の行っている事業のうち、安定収益部門である、ソフトウェアのライセンス販売とカスタマー

サポートサービスに関しましては、各々の導入システムや端末台数等に応じた一定期間の契約に従っ

て行われているため、取引の継続性が担保されているわけではありません。  

 そのため、何らかの理由により取引の打ち切り等があった場合、当社の業績等は影響を受ける可能

性があります。  

  

② 他社との提携関係について 

当社は、新たなマーケットへの販売チャネルの獲得、開発力の強化、並びに高品質な商品及びサー

ビスの提供を実現するため、積極的に他社との提携を行っています。 

 特に、システム構築全般において必要となるハードウェア類の継続的かつ安定的な資材調達のため

の伊藤忠テクノサイエンス株式会社、データセンターを主軸としたネットワーク分野については米国

フィディリティ・グループのKVH株式会社、そしてアーツ証券株式会社、アーツ投資顧問株式会社、

株式会社ファイナンシャルブレインシステムズ、株式会社ディジタルコンサルティングと業務提携を

行っており、また、株式会社日立製作所とは商品の共同展開を行っています。 

 しかし、何らかの事情によりこれらの提携関係が崩れた場合、当社の業績等は影響を受ける可能性

があります。  

  

③ 他社との資本提携及び投資に関するリスクについて 

当社では、企業戦略に則り、当社事業を推進していく上でのシナジー効果を期待した資本提携及び

出資を実施しておりますが、何らかの理由により、これらの効果が実現できなくなる可能性がありま

す。また、資本提携及び出資先企業の今後の業績によっては、当社保有有価証券の減損適用等によ

り、当社の業績等が影響を受ける可能性があります。 

  

（3）当社の組織体制について 

① 特定人物への依存について 

当社の事業運営及び新規事業の開発は、役員及び一部のエンジニアにその大半を依存していま

す。事業推進において重要な役割を果たしている代表取締役社長の荒木幸男、新規・既存顧客への窓

口である営業部門を統括する取締役副社長の尾﨑孝博、創業にあたって重要な役割を果たした西本一

也の創業者3名をはじめ、取締役最高技術責任者兼システム開発部長の田中真弘及び取締役システム

技術部長の齋藤邦彦は、当社の事業推進及び経営の安定のため、継続的に重要な役割を担っていま

す。 

 現在、当該リスクを軽減すべく、優秀な人材の確保・育成ならびに組織体制の強化により属人的な

要素の軽減を進めておりますが、何らかの理由によりこれらの人物が業務を執行できない事態となっ

た場合、当社の業績等は影響を受ける可能性があります。  

  

② 人材の確保について 

当社が今後も証券トータルソリューション企業として成長していくためには、金融・証券システム

に精通したシステム技術者、顧客ニーズを引き出し商品・サービスにフィードバックする企画・営業

担当者、さらに関連する技術及び業務知識を有し、かつ、予算管理・品質管理・納期管理等を行うマ



ネジメント能力と顧客の業務ノウハウとエンジニアの知識格差を埋める高いコミュニケーション能

力をもったプロジェクトマネージャ、そして内部管理や開示体制の充実のための管理部門担当者な

ど、優秀な人材をいかに確保できるかが重要になります。 

 当社では、優秀な人材を確保するため、継続的に採用活動を実施していますが、適切な人材が十分

に確保出来なかった場合やその人材の配置に失敗した場合、当社の事業戦略及び業績等は影響を受け

る可能性があります。  

  

③ 当社組織体制について 

当社が安定した事業基盤を確立していくためには、顧客数や商品数の増加に伴うサポート部門の充

実及び協力会社との連携強化、そしてこれらを統括して成長・拡大していくための組織化とそれに伴

う管理部門の強化が重要になります。  

 当社はこのような現状を踏まえ、社内及び協力会社の機能を最大限生かすための組織体制を構築し

ていく方針ですが、何らかの理由で組織体制の構築が遅れた場合、将来の事業展開は制約を受け、当

社の業績等は影響を受ける可能性があります。 

  

④ 個人情報の管理について 

今後の当社事業展開を鑑みると、システム開発やその保守・運用サービスの過程において、個人情

報を取り扱う可能性が高まることが想定されます。 

 当社では、プライバシーマークの取得への取り組みや、情報セキュリティ手順書の制定及び運用等

により、社内での意識付け及び管理を徹底していますが、万が一、これらの情報が流出した場合、損

害賠償の問題や社会的信用の失墜につながる恐れがあり、当社の業績等は影響を受ける可能性があり

ます。  

  

（4）知的財産権について 

当社では、顧客に商品・サービスの開発及び提供を行う場合、当社が開発したシステムの著作権など

の知的財産権は当社に留保する契約を顧客との間で締結しています。それら知的財産権を第三者に利用

され、当社が損害もしくは機会損失を受けないように特許申請等の知的財産権の確保にも力を入れなが

ら、一方で、弁護士事務所等との連携により第三者の知的財産権を侵害しないよう積極的に対 策を講

じています。 

 しかしながら、当社の認識できない範囲で当社の知的財産権が利用される、もしくは当社が認識でき

ない範囲で第三者の知的財産権を侵害した場合、当社の業績等は影響を受ける可能性があります。 

  

（5）新株予約権による株式価値の希薄化 

当社は、役員、従業員及び社外協力者に対して、会社貢献意欲の向上及び株主重視を念頭に置いた経

営参画意識の高揚のためストックオプション制度を導入しており、平成17年9月30日現在、新株予約権

に関する潜在株式数は1,507株です。  

 これら新株予約権の行使が行われた場合、当社の1株当たりの株式価値は希薄化する可能性がありま

す。また、今後も優秀な人材確保のために、同様のインセンティブプランを継続して実施していくこと

を検討しています。従って、今後付与される新株予約権の行使が行われた場合には、当社の1株当たり

の株式価値は希薄化する可能性があります。  



  



５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、ディーリング・トレーディング業務をサポートするパッケージシステムと、ネットワーク提供

とデータセンターのシステム監視サービスを融合した証券会社向け業務サポートサービス分野において、

KVH株式会社と業務提携を締結しています。 

また、ハードウェア提供にあたっては、その仕入先として伊藤忠テクノサイエンス株式会社に依存して

いるため、同社より安定的かつ継続的なハードウェア・ソフトウェア・保守サービス等の提供を確保とす

るため基本合意書を締結しています。 

  

当該契約の概要は以下のとおりです。 

  

 
  

 
  

  

  

６ 【研究開発活動】 

当社が事業領域とする証券ビジネスは、ペイオフ解禁等により預貯金を中心とした資金が急激に流入し

ていることを背景に、当該ビジネスへの新規参入企業が急増するなど、急激な環境の変化及び拡大成長を

続けています。当社はこのようなマーケットにおいて、顧客が証券ビジネスで勝てるスキームの構築を視

野に入れ、証券トータルソリューションを積極的に展開していく方針です。 

 具体的には、当社では、継続的に得ている既存顧客からのニーズやこれまでに得た業務ノウハウを生か

し、今後の新規ビジネスのスキームやパッケージシステム商品化等について独自の研究開発活動を進めて

います。 

 当事業年度における研究開発活動としては、主に急増しつつあるブティック型証券会社にフォーカスし

たオープン系基幹業務システム「ITFINE」の開発を行いました。なお、研究開発費の総額は728百万円

で、前期比1,374.2％の増加となりました。 

  

  

契約の名称 業務提携契約書

契約年月日 平成15年９月17日

契約期間 平成15年９月17日より平成16年９月16日まで(１年毎の自動更新)

契約相手先 ケーヴィエイチ・サービス株式会社（現・KVH株式会社）

契約の内容

１ 同社の有する回線サービスやデータセンターを当社は特別料金で利用できる。

２ 当社が同社への顧客紹介を行う。

３ 当社の顧客が、同社が設置したサーバを共同利用する場合、標準価格と比較し有利となる

料金を適用する。

契約の名称 基本合意書

契約年月日 平成16年５月10日

契約期間 平成16年５月10日より平成17年５月９日まで(１年毎の自動更新)

契約相手先 伊藤忠テクノサイエンス株式会社

契約の内容
１ 同社の取り扱い製品を当社に安定的・継続的に提供する。

２ 同社の取り扱い製品に関する新商品の発売・価格改定などの有益な情報の開示を受ける。



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社は子会社を有しておりませんので、財政状態及び経営成績の分析・検討内容は当社の財務諸表に基

づいて分析した内容であり、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したもの

です。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公平妥当と認められている会計基準に基づき作成されてい

ます。重要な会計方針については「第５ 経理の状況 財務諸表等 (１)財務諸表 重要な会計方針」

をご参照ください。なお、当社の財務諸表作成にあたりまして、将来の結果に依存するため確定できな

い金額については、各方面の妥当性に留意した上で見積りを行っておりますが、不確実性を含んでいる

ため、実際の結果と見積りは異なる場合があります。 

  

(2) 当事業年度の経営成績の分析 

① 概要 

当事業年度は、当事業年度に企業化及び販売を開始した大規模新パッケージ商品について積極的な

営業活動を展開し、新規受注が堅調に推移しました。また、既存顧客からのライセンス及びカスタマ

ーサポートといった安定収益基盤の維持拡大や追加受注の結果、当事業年度の業績は前期に対し増収

増益かつ過去最高益を更新することができました。 

  

② 売上高 

当事業年度の売上高は、2,872百万円で前期比67.5％の増加となりました。 

 売上内訳別にみると、新規にパッケージ商品を受注した際に顧客が初期費用として必要なソフトウ

ェア及びシステムインテグレーション（一部、受託開発を含む）関連の売上高は、新規に受注した案

件の規模が大きかったことを主因とし、1,943百万円で前期比81.3％の増加となりました。 

 また、顧客に対して商品導入後、継続的に行うカスタマーサポート及びライセンス関連の売上高は

顧客数及び提供商品数の増加を背景に維持拡大し、929百万円で前期比44.4％の増加となりました。 

  

③ 営業利益及び経常利益 

売上原価率は33.7％と前期比6.8ポイント抑えることができました。販売費及び一般管理費につき

ましては、事業拡大を背景とした人材確保により、人件費が増加したことや、次期戦略商品として構

築を進めている証券バックオフィスシステム（基幹系システム）「ITFINE」の研究開発費用が大幅に

増加したことにより、経費率は43.5％と前期比20.4ポイント上昇しました。結果、経費率が上昇した

ものの、大幅な売上高の増加及び原価率の抑制により、営業利益は655百万円で前期比5.1％の増加、

経常利益は661百万円で前期比8.9％の増加と堅調な増益となりました。 

  

④ 当期純利益 

当期純利益は388百万円となり、前期比11.3％の増加となりました。 

 １株当たり当期純利益は、17,428円10銭と、前期比11.5％の減少となりました。 

  



(3) 財政状況の分析 

当事業年度末における当社の総資産は3,607百万円となり、前期末と比較して935百万円の増加となり

ました。これは、アーツ証券株式会社、アーツ投資顧問株式会社、株式会社ディジタルコンサルティン

グの株式取得により関係会社株式が441百万円増加したことが主因となっています。なお、当事業年度

末における現金及び預金は1,390百万円となり、前期末と比較して528百万円減少しました。 

 当事業年度末における当社の負債は913百万円となり、前期末と比較して540百万円の増加となりまし

た。これは、未払法人税等が302百万円、買掛金が192百万円増加したことが主因となっています。 

 当事業年度末における当社の資本は2,694百万円となり、前期末と比較して394百万円の増加となりま

した。これは主に利益剰余金が388百万円増加したことによります。 

  

(4) 経営戦略の現状と見通し 

当社は、市況の変化や関連諸法及び内閣府例等の改正など、当社が事業領域とする証券ビジネスを含

む金融業界を取り巻く環境が、近年急激に変化しているという現状を踏まえ、当社経営理念である「顧

客視点での行動」に基づき、顧客ニーズを具現化した商品及びサービスを展開し、顧客満足度を高める

よう努めます。 

 特に、当社はこれまで証券ディーリング・トレーディングシステム及び市場端末システムといったフ

ロントシステム分野を事業の中心としてまいりましたが、今後はこれまでの業務ノウハウや経験を生か

し、証券基幹システムといったバックオフィスシステム分野及びオンライントレードシステム分野、更

にリスク管理システムや仕組債管理システムといったミドルシステム分野へと事業領域を広げてまいり

ます。また、当社は証券トータルソリューション企業として、市場の動向を鑑みた上で顧客ニーズを汲

み取り、継続的に新たな主力商品及びサービスの開発及び展開を推進し、更なる企業価値の拡大を目指

してまいる方針です。 

  

(5) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報 

当事業年度におけるキャッシュ・フローは、「１ 業績等の概要 (２)キャッシュ・フロー」のとお

りですが、指標の推移は下記のとおりです。 

 
(注) １ 各指標の算出は以下の算式を使用しています。 

・株主資本比率：株主資本／総資産 

・時価ベースの株主資本比率：期末株価による株式時価総額／総資産 

・債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

・インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
  
２ 有利子負債は、期末貸借対照表に経常されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象として

います。 
  
３ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキャ

ッシュ・フロー」及び「支払利息」を用いています。 

平成15年９月期 平成16年９月期 平成17年９月期

株主資本比率(％) 71.2 86.0 74.7

時価ベースの株主資本比率(％) - 503.9 386.4

債務償還年数(％) 0.4 - -

インタレスト・ガバレッジ・レシオ(倍) 129.2 253.1 -



  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

 当事業年度において、従業員増員及び業務効率化に対応するため器具備品45,482千円、自社利用ソフ

トウェア55,754千円の設備投資を実施いたしました。なお、重要な設備の除却または売却はありませ

ん。 

  

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) １ 建物は賃借中の建物に施した建物付属設備であります。 

  
２ 金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設    

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
２ 完成後の増加能力の把握が困難なため、記載しておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等（平成17年９月30日現在） 

該当事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人)

建物 器具備品 合計

本社 
(東京都中央区)

本社機能 11,486 53,562 65,049 69

事業所名 
(所在地)

設備の 
内容

投資予定額
(千円) 資金調達

方法
着手年月

完成予定 
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

本社 
（東京都中央区）

附属設備一式 13,000 － 自己資金 平成18年1月 平成18年5月 ―

本社 
(東京都中央区)

インフラ設備構築 70,000 － 自己資金 平成17年10月 平成18年1月 ―

本社 
(東京都中央区)

インフラ設備構築 140,000 － 自己資金 平成18年1月 平成18年9月 ―

合計 223,000 － ― ― ― ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

(平成13年12月21日定時株主総会決議) 

 
(注) １ 新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪

失した者にかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた数です。 
  
２ 平成14年12月20日付の株式分割(１：５)に伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の

払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整を行ってい

ます。また、平成16年６月17日付にて株式分割（１：３）を実施しております。 
  
３ 主な新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成13年12月21日開催の

定時株主総会及び平成13年12月21日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締

結した「新株引受権付与契約書」に定められております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 89,040

計 89,040

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 22,410 22,413
東京証券取引所
(マザーズ)

―

計 22,410 22,413 ― ―

事業年度末現在
(平成17年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)  1,065 (注)１ (注)２  1,065 (注)１ (注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 33,334 (注)２ 33,334 (注)２

新株予約権の行使期間
平成16年１月１日から
平成23年９月30日まで

平成16年１月１日から 
平成23年９月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  33,334
資本組入額 33,334
     (注)２

発行価格  33,334
資本組入額 33,334
     (注)２

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ (注)３



   ② 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

(平成14年12月27日定時株主総会決議) 

 
(注) １ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の

理由により権利を喪失した者にかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた数です。 
  
２ 平成16年６月17日付にて株式分割(１：３)を実施しております。 
  
３ 主な新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成14年12月27日開催の

定時株主総会及び平成14年12月27日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役・監査役及び従業員ま

たは当社の支援者との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定められております。 
  

  

③ 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

(平成15年12月18日定時株主総会決議) 

 
(注) １ 新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪

失した者にかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた数です。 
  
２ 平成16年６月17日付にて株式分割(１：３)を実施しております。 
  
３ 主な新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成15年12月18日開催の

定時株主総会及び平成16年５月７日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役・監査役及び従業員ま

たは当社の支援者との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定められております。 

  

事業年度末現在
(平成17年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日)

新株予約権の数(個) 43 (注)１、２ 42 (注) １、２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(個) 129 (注) １、２ 126 (注) １、２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 133,334 133,334

新株予約権の行使期間
平成17年１月１日から
平成24年９月30日まで

平成17年１月１日から 
平成24年９月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  133,334
資本組入額  66,667

発行価格  133,334
資本組入額  66,667

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ (注)３

事業年度末現在
(平成17年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日)

新株予約権の数(個) 67 (注) １、２、４ 66 (注) １、２、４

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(個) 201 (注) １、２、４ 198 (注) １、２、４

新株予約権の行使時の払込金額(円) 133,334 133,334

新株予約権の行使期間
平成18年６月１日から
平成25年９月30日まで

平成18年６月１日から 
平成25年９月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  133,334
資本組入額  66,667

発行価格  133,334 
資本組入額  66,667

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ (注)３



④ 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

(平成16年12月22日定時株主総会決議) 

   
(注) １ 新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数です。 

  
２ 主な新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成16年12月22日開催の

定時株主総会及び平成16年７月20日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象監査役及び従業員との間で締

結した「新株予約権割当契約書」に定められております。 

  

事業年度末現在
(平成17年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日)

新株予約権の数(個) 112 (注) １、２ 112 (注) １、２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(個) 112 (注) １、２ 112 (注) １、２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 634,000 634,000

新株予約権の行使期間
平成19年１月１日から
平成26年９月30日まで

平成19年１月１日から 
平成26年９月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  634,000
資本組入額  317,000

発行価格  634,000 
資本組入額  317,000

 新株予約権の行使の条件 (注)２ (注)２

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２ (注)２



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

   

 
 割当先：丸宏大華証券株式会社 

  

 
 割当先：赤木屋証券株式会社、シーティーシー・ファイナンシャルエンジニアリング株式会社 

  

 
 割当先：シーティーシー・ファイナンシャルエンジニアリング株式会社、丸宏大華証券株式会社、豊証券

株式会社、あさひリテール証券株式会社、赤木屋証券株式会社、ブライト証券株式会社、実栄キャ

ピタル株式会社、田中真弘、阿久津智巳、友田剛司、井上剛、田中達也、吉原健二、小張仁士、西

本一也、山門晃、髙橋章彦、沼舘朗 
  

シーティーシー・ファイナンシャルエンジニアリング株式会社は、平成15年９月１日付で伊藤忠テクノ  

サイエンス株式会社に吸収合併されております。 

丸宏大華証券株式会社は平成15年７月22日付でエムディーエス株式会社に商号変更し、平成16年２月10日

付で日本アジアホールディングス株式会社に吸収合併されております。 

あさひリテール証券株式会社は、平成16年３月29日付でそしあす証券株式会社に商号変更しております。
  

 
 割当先：ジャフコ・エル弐号投資事業有限責任組合、MVCグローバルジャパンファンドⅡ投資事業組合 
  

 
 割当先：三井物産株式会社、テクノロジーベンチャーズ一号投資事業有限責任組合 
  

 
   10 新株引受権及び新株予約権の行使 

  

なお、平成17年10月1日から平成17年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が3株、 

資本金及び資本準備金がそれぞれ200千円増加しております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成13年７月28日
(注)１

44 894 11,000 101,000 11,000 61,000

平成13年９月28日
(注)２

60 954 15,000 116,000 15,000 76,000

平成14年12月20日
(注)３

3,816 4,770 ― 116,000 ― 76,000

平成15年２月１日
(注)４

243 5,013 48,600 164,600 48,600 124,600

平成15年２月22日
(注)５

225 5,238 45,000 209,600 45,000 169,600

平成15年９月19日
(注)６

282 5,520 56,400 266,000 56,400 226,000

平成16年５月25日
(注)７

1,000 6,520 50,000 316,000 51,000 277,000

平成16年６月17日
(注)８

13,040 19,560 ― 316,000 ― 277,000

平成16年９月16日
(注)９

2,700 22,260 390,150 706,150 564,030 841,030

平成16年10月１日～  
平成17年９月30日

(注)10
150 22,410 5,500 711,650 1,000 842,030

（注） １ 有償第三者割当 発行価額500千円 資本組入額 250千円

２ 有償第三者割当 発行価額 500千円 資本組入額 250千円

３ 株式分割(１：５)

４ 有償第三者割当 発行価額 400千円 資本組入額 200千円

５ 有償第三者割当 発行価額 400千円 資本組入額 200千円

６ 有償第三者割当 発行価額 400千円 資本組入額 200千円

７ 新株引受権の行使

８ 株式分割(１：３)

９ 有償一般募集(ブックビルディング方式)

発行価格 380,000円 引受価額 353,400円

発行価額 289,000円 資本組入額 144,500円



(4) 【所有者別状況】 

平成17年９月30日現在 

 
（注）「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、2株含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 

  

区分

株式の状況

端株の状況政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

－ 8 18 24 10 － 1,529 1,589 －

所有株式数
(株)

－ 3,198 1,664 1,249 493 － 15,806 22,410 －

所有株式数 
の割合(％)

－ 14.27 7.43 5.57 2.20 － 70.53 100.00 －

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

西 本  一 也 東京都港区南麻布3-19-21 4,588 20.47

荒 木  幸 男 東京都新宿区左門町14-11 3,175 14.17

尾 﨑  孝 博 神奈川県横浜市保土ケ谷区岩井町302-17 2,920 13.03

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1-8-11 1,884 8.41

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町1-2-1 735 3.28

ライブドア証券株式会社 東京都港区六本木6-10-11 649 2.90

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町2-11-3 497 2.22

赤木屋証券株式会社 東京都中央区日本橋2-7-1 490 2.19

株式会社ライブドア 東京都港区六本木6-10-11 456 2.03

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海1-8-12 449 2.00

計 ― 15,843 70.70



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、2株（議決権2個）が含ま

れております。 

  

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 22,410 22,410 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 22,410 ― ―

総株主の議決権 ― 22,410 ―



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しています。当該制度の内容は以下のとおりです。 

① 商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律(平成13年法律第129号)第

19条第１項の規定により新株予約権とみなされる新株引受権であり、商法等の一部を改正する法律

(平成13年法律第128号)により改正される以前の商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議に

より発行された新株引受権によるもの。 

  

 
(注) １ 平成14年12月20日付の株式分割(１：５)及び平成16年６月17日付の株式分割(１：３)に伴い、新株予約権の

目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額の調整を行っています。 
  
２ ストックオプション付与日以降に、従業員の退職による株式数の減少、株式分割の実施による株式数及び発

行価額の調整が生じているため、付与対象者の区分及び人数、株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額

は、提出日の前月末（平成17年11月30日）現在で残存している権利に係る付与対象者の区分及び人数、株式

の数及び新株予約権の行使時の払込金額を表示しています。 

  

決議年月日 平成13年12月21日

付与対象者の区分及び人数(名)
① 取締役 5
② 従業員 9

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 1,065

新株予約権の行使時の払込金額(円) 33,334

新株予約権の行使期間 平成16年１月１日から平成23年９月30日まで

新株予約権の行使の条件 「(2)新株予約権等の状況」に記載しています。

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



② 商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の発行によるもの。 

  

 
(注) １ 平成16年６月17日付の株式分割(１：３)に伴い、新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時

の払込金額の調整を行っています。 
  
２ ストックオプション付与日以降に、従業員の退職による株式数の減少、株式分割の実施による株式数及び発

行価額の調整が生じているため、付与対象者の区分及び人数、株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額

は、提出日の前月末（平成17年11月30日）現在で残存している権利に係る付与対象者の区分及び人数、株式

の数及び新株予約権の行使時の払込金額を表示しています。 

  

 
(注) １ 平成16年６月17日付の株式分割(１：３)に伴い、新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時

の払込金額の調整を行っています。 
  
２ ストックオプション付与日以降に、従業員の退職による株式数の減少、株式分割の実施による株式数及び発

行価額の調整が生じているため、付与対象者の区分及び人数、株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額

は、提出日の前月末（平成17年11月30日）現在で残存している権利に係る付与対象者の区分及び人数、株式

の数及び新株予約権の行使時の払込金額を表示しています。 

決議年月日 平成14年12月27日

付与対象者の区分及び人数(名)

① 取締役 1
② 監査役 1 
③ 従業員 7 
④ 社外協力者 2

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 126

新株予約権の行使時の払込金額(円) 133,334

新株予約権の行使期間 平成17年１月１日から平成24年９月30日まで

新株予約権の行使の条件 「(2)新株予約権等の状況」に記載しています。

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成15年12月18日

付与対象者の区分及び人数(名)

① 取締役 2
② 監査役 2 
③ 従業員 39 
④ 社外協力者 1

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 198

新株予約権の行使時の払込金額(円) 133,334

新株予約権の行使期間 平成18年６月１日から平成25年９月30日まで

新株予約権の行使の条件 「(2)新株予約権等の状況」に記載しています。

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



  

   
（注）付与対象者の区分及び人数、株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額は、提出日の前月末（平成17年11月

30日）現在で残存している権利に係る付与対象者の区分及び人数、株式の数及び新株予約権の行使時の払込金

額を表示しています。 

  

決議年月日 平成16年12月22日

付与対象者の区分及び人数(名)
①取締役 1
②監査役 1 
②従業員 35

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 112

新株予約権の行使時の払込金額(円) 634,000

新株予約権の行使期間 平成19年１月１日から平成26年９月30日まで

新株予約権の行使の条件 「(2)新株予約権等の状況」に記載しています。

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



  

 
(注)１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的たる株式の数を調整する。 

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の

数についてのみ行われ、調整の結果１端株（１株の100分の１。ただし、会社が定款をもって端株原簿に記載

すべき端数の１株に対する割合につき、１株の100分の１とは異なる割合を定めている場合は、その割合）未

満の端数を生じるときは、これを切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（又は併合）の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、本新株予約権が継承される場合、又は当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 
  

(注)２ 新株予約権１個当たりの払込金額は、次により決定される１株当たりの払込金額に上記表に定める新株予約

権１個の株式数を乗じた金額とする。 

１株当たりの払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除

く）における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端

数は切上げ）とする。 

ただし、当該金額が新株予約権発行日の前日の終値（取引が成立していない場合はその前日の終値）を下回

る場合は当該終値とする。なお、新株予約権発行後に、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

  

 
また、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込

金額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。 

  

 
 

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社の保有する普通株式にかかる自

己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替えるものとする。 

  

決議年月日 平成17年12月20日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役、監査役、従業員及び社外協力者
なお、具体的な付与対象者は、今後開催される取締役会において決定す
る予定です。

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)１

株式の数(株) 300株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)２

新株予約権の行使期間 平成20年１月１日から平成27年９月30日まで

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取
締役、監査役及び従業員その他これに準ずる地位にあることを要す。 
②新株予約権の行使期間の初日到来後に当該新株予約権の割当てを受け
た者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。 
③その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社
と対象取締役、監査役及び従業員との間で締結する「新株予約権割当契
約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×    １

分割・併合の比率

調 整 後 
払込金額

 
＝ 調 整 前 

払込金額

 
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

   １株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

  

（1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

                                               

  

３ 【配当政策】 

当社は株主への利益還元を重要な経営課題と位置付けており、経営基盤の強化及び今後の事業展開に資

するための内部留保の充実を図ると共に、業績に応じた配当を継続的に行うことを基本方針としていま

す。しかしながら、当社はまだ成長過程にあると認識しているため、内部留保を充実させて今後の事業展

開に必要な投資等に充当すべく、創業以来配当を実施していません。 

今後は、上記の基本方針に則り、各期の業績等を勘案しながら株主への利益還元を検討していく所存で

すが、当期においては無配とさせていただきます。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

当社株式は、平成16年９月16日から東京証券取引所マザーズ市場に上場されております。それ以前について

は、該当事項はありません。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月

最高(円) ― ― ― 761,000 1,010,000

最低(円) ― ― ― 490,000 501,000



 
(注) 株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 634,000 608,000 612,000 697,000 635,000 653,000

最低(円) 538,000 506,000 554,000 581,000 555,000 566,000



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

代表取締役 
社長

荒 木 幸 男 昭和41年11月24日生

平成11年１月 当社設立とともに取締役副社長就

任

3,175平成13年10月 当社代表取締役社長就任(現任)

平成15年３月 当社代表取締役社長兼最高経営責

任者就任(現任)

取締役副社長 尾 﨑 孝 博 昭和40年10月17日生

平成11年１月 当社設立とともに取締役副社長就

任

2,920
平成15年３月 当社取締役副社長兼最高執行責任

者就任(現任)

平成16年12月 アーツ証券株式会社取締役就任

(現任)

取締役副社長 社長室長 丸 山 興 一 昭和36年８月12日生

平成13年９月 リテラ・クレア証券株式会社入社

―

平成15年７月 株式会社アイ・ティ・フロンティ

ア入社

平成16年８月 当社入社

平成16年11月 当社業務執行役員兼社長室長就任

平成17年12月 当社取締役副社長兼社長室長就任

(現任)

取締役
システム 

開発部長
田 中 真 弘 昭和42年３月15日生

平成12年７月 当社入社

255

平成13年12月 当社取締役就任

平成15年３月 当社取締役最高技術責任者就任

平成17年９月 当社取締役最高技術責任者兼シス

テム開発部長就任(現任)

取締役
システム 

技術部長
齋 藤 邦 彦 昭和44年３月17日生

平成11年９月 当社入社

225

平成15年４月 業務執行役員システム開発部長就

任

平成16年６月 当社取締役兼システム開発部長就

任

平成17年９月 当社取締役兼システム技術部長就

任(現任)

取締役 経営企画部長 河 村  卓 昭和41年３月９日生

平成12年12月 株式会社リケン入社

―

平成14年３月 株式会社ジェイテックス入社

平成15年８月 当社入社

平成17年９月 当社業務執行役員最高財務責任者

兼経営企画部長就任

平成17年12月 当社取締役最高財務責任者兼経営

企画部長就任(現任)

常勤監査役 坂 本 八 郎 昭和17年６月22日生

平成元年４月 日本システムハウス株式会社入社

―

平成７年９月 同社経理部及び業務部担当取締役

に就任

平成14年９月 同社退職

平成15年５月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 安 田 幸 一 昭和41年10月30日生

昭和63年９月 KPMG港監査法人(現 あずさ監査法

人)入所

―

平成３年３月 公認会計士登録

平成12年５月 安田公認会計士事務所開業、代表

に就任(現任)

平成12年12月 当社監査役就任(現任)

平成15年10月 ノイエスト公認会計士共同事務所 

開業、代表に就任(現任)

平成17年10月 グローバル・ソリューション・コ

ンサルティング株式会社 設立、

代表取締役に就任（現任）

監査役 東 原  豊 昭和18年1月30日生

昭和36年４月 東京国税局 入局

―

平成９年７月 国税庁 長官官房 

首席国税庁監察官

平成11年７月 札幌国税局長

平成12年８月 税理士登録

平成12年９月 東原豊税理士事務所開設（現任）

平成16年12月 当社監査役就任(現任)

計 6,575



(注) １ 常勤監査役坂本八郎及び監査役安田幸一並びに監査役東原豊は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関

する法律第18条第１項に定める社外監査役であります。 
  
２ 当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、業務執行役員制度を導入していま

す。平成17年12月20日現在、業務執行役員は以下の5名で構成されています。 
  

 
  

最高経営責任者 荒 木 幸 男

最高執行責任者 尾 﨑 孝 博

最高技術責任者 田 中 真 弘

最高財務責任者兼経営企画部長 河 村   卓

業務執行役員ビジネス推進部長 阿久津 智 巳



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は企業価値の最大化がコーポレート・ガバナンスの基本目標とし、「経営の透明性を高めるこ

と」「コンプライアンス遵守の経営を徹底すること」「効率的な経営を行うこと」により当該基本目標

の実現を図ります。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他体制の状況 

 

当社では、定時取締役会を月に1回、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催して、法令に定め

られた事項や経営に関する事項の決定を行います。取締役は当社の規模と機動性を重視し、平成17年

12月20日現在、6名体制となっています。なお、社外取締役は選任していません。  

 また、当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役1名、非常勤監査役2名（監査役は全員社外監

査役）で構成され、月に1回以上の頻度で監査役会を開催し、コンプライアンスとコーポレート・ガ

バナンスの充実強化を図っています。なお、内部統制の仕組みとして内部監査業務を経営企画部（3

名）が担当しており、期初に策定する計画に基づき、定期的に内部監査を実施しています。  

 取締役会で決定した基本方針に基づく重要な業務の実施については意思決定及び業務執行を効率的

に行えるよう、業務執行役員制度を導入しています。平成17年12月20日現在、取締役6名のうち4名が

業務執行役員を兼務しており、その他業務執行役員1名を合わせた5名が業務執行を指揮しています。

 会計監査人には、港陽監査法人を選任し、監査役及び内部監査人との情報共有を図り、正しい経営

情報を常に提供出来るようにするなど、公正な立場から監査が実施される環境を整備しています。ま

た、顧問弁護士には、法律上の判断が必要な場合に適時アドバイスを受けています。 

なお、業務を執行した公認会計士の氏名等及び監査業務にかかる補助者の構成は以下のとおりで

す。 

  

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名 

 
(注) 当社の財務書類について、７年超にわたり連続して監査関連業務を行っている公認会計士はおりません。

監査法人名 公認会計士の氏名

港陽監査法人 久野 太辰

同上 田中 慎一



  

監査業務に係る補助者の構成 

 
  

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係者の

概要 

社外取締役はおりません。また、当社監査役3名は全員社外監査役であり、当社の取締役、業務執

行役員と家族関係その他の人的関係を有さず、当社との特別な利害関係はありません。 

  

③会社のコーポレード・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

最近1年間では、平成16年9月の東証マザーズ市場への上場後、IR活動の一環として決算及び四半期

決算説明会を開催し、投資家の皆様の声を経営に適切に反映するように努めました。また、既存社内

規程の見直しに着手し、個人情報保護関連及び情報セキュリティに関する手順書並びに各種管理台帳

の策定、更に社内研修の実施によってコンプライアンスに対する意識の向上を図りました。  

公認会計士 １名

会計士補 ３名



  

(3) 役員報酬の内容 

第７期(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

 
  

(4) 監査報酬の内容 

第７期(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

 
  

取締役の年間報酬総額 98,553千円

（社外取締役はおりません）

監査役の年間報酬総額  9,300千円

（監査役は3名ともに社外監査役であります。）

公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬 8,250千円

上記以外の業務に基づく報酬 －千円



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16

年1月30日内閣府令第5号）附則第2項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第６期(平成15年10月１日から平成16年９月30日ま

で)及び第７期(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)の財務諸表について、港陽監査法人による

監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

第６期
(平成16年９月30日)

第７期 
(平成17年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,918,899 1,390,194

 ２ 売掛金 145,698 355,119

 ３ 有価証券 150,007 750,049

 ４ 材料 1,089 100

 ５ 仕掛品 181,843 7,125

 ６ 前払金 29,842 1,309

 ７ 前払費用 951 4,469

 ８ 繰延税金資産 13,400 32,500

 ９ その他 461 1,083

  流動資産合計 2,442,194 91.4 2,541,951 70.5

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 10,751 18,239

    減価償却累計額 △4,113 6,637 △ 6,752 11,486

  ２ 器具備品 53,881 99,029

    減価償却累計額 △28,296 25,585 △ 45,467 53,562

   有形固定資産合計 32,223 1.2 65,049 1.8

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア 14,901 89,444

  ２ 電話加入権 220 220

   無形固定資産合計 15,122 0.6 89,665 2.5

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 94,000 114,000

  ２ 関係会社株式 ― 441,000

  ３ 出資金 30 30

  ４ 繰延税金資産 37,500 310,100

  ５ 敷金保証金 43,123 42,106

   投資その他の資産合計 174,653 6.5 907,236 25.1

  固定資産合計 221,999 8.3 1,061,950 29.4

Ⅲ 繰延資産

 １ 新株発行費 8,232 3,745

  繰延資産合計 8,232 0.3 3,745 0.1

  資産合計 2,672,426 100.0 3,607,648 100.0



 

  

第６期
(平成16年９月30日)

第７期 
(平成17年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 189,201 381,927

 ２ 未払金 21,902 36,668

 ３ 未払法人税等 142,266 445,035

 ４ 未払消費税等 12,649 33,450

 ５ 預り金 6,847 16,103

  流動負債合計 372,866 14.0 913,185 25.3

  負債合計 372,866 14.0 913,185 25.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 706,150 26.4 711,650 19.7

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 841,030 842,030

  資本剰余金合計 841,030 31.5 842,030 23.4

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 752,379 1,140,782 31.6

  利益剰余金合計 752,379 28.1 1,140,782 31.6

  資本合計 2,299,559 86.0 2,694,462 74.7

  負債・資本合計 2,672,426 100.0 3,607,648 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

第６期
(自 平成15年10月１日
 至 平成16年９月30日)

第７期
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,715,185 100.0 2,872,864 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 当期製品製造原価 694,878 40.5 968,261 33.7

   売上総利益 1,020,306 59.5 1,904,603 66.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 9,885 12,164

 ２ 役員報酬 98,093 107,853

 ３ 給与手当 130,566 208,284

 ４ 法定福利費 19,262 30,243

 ５ 地代家賃 22,667 24,571

 ６ 支払手数料 8,276 30,466

 ７ 減価償却費 6,669 5,970

 ８ 研究開発費 ※１ 49,392 728,156

 ９ その他 52,062 396,876 23.1 101,594 1,249,304 43.5

   営業利益 623,430 36.4 655,298 22.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 180 7

 ２ 受取配当金 3,501 3,751

 ３ 有価証券利息 9 52

 ４ 紹介手数料 1,839 3,573

 ５ 保険解約益 773 ―

 ６ その他 ― 6,304 0.3 3,269 10,654 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 1,005 ―

 ２ 新株発行費償却 4,486 4,486

 ３ 雑損失 0 ―

 ４ 上場関連費用 16,743 22,236 1.3 ― 4,486 0.1

   経常利益 607,498 35.4 661,466 23.0

Ⅵ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 63 63 0.0 146 146 0.0

   税引前当期純利益 607,434 35.4 661,319 23.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

261,515 564,617

   法人税等調整額 △3,003 258,511 15.1 △ 291,700 272,917 9.5

   当期純利益 348,922 20.3 388,402 13.5

   前期繰越利益 403,456 752,379

   当期未処分利益 752,379 1,140,782



製造原価明細書 

  

 
  

(脚注) 

  

 
  

第６期
(自 平成15年10月１日
至 平成16年９月30日)

第７期
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

Ⅰ 材料費 527,773 58.8 387,684 25.5

Ⅱ 労務費 167,610 18.7 213,599 14.0

Ⅲ 経費 ※２ 202,567 22.5 920,416 60.5

  当期総製造費用 897,952 100.0 1,521,699 100.0

  期首仕掛品たな卸高 28,162 181,843

合計 926,115 1,703,542

  期末仕掛品たな卸高 181,843 7,125

  他勘定振替高 ※３ 49,392 728,156

  当期製品製造原価 694,878 968,261

第６期
(自 平成15年10月１日
至 平成16年９月30日)

第７期
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

 １ 当社の原価計算は個別原価計算を採用しておりま

す。

 １ 当社の原価計算は個別原価計算を採用しておりま

す。

 

※２ 経費の主な内訳は以下のとおりであります。

地代家賃 20,098千円

保守料 44,286千円

ライセンス使用料 77,242千円

※２ 経費の主な内訳は以下のとおりであります。

地代家賃 20,029千円

施設利用料 43,251千円

保守料 59,619千円

ライセンス使用料 126,386千円

外注加工費 603,022千円

 

※３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

一般管理費への振替高 49,392千円
 

※３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

一般管理費への振替高 728,156千円



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

第６期
(自 平成15年10月１日
至 平成16年９月30日)

第７期
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純利益 607,434 661,319

   減価償却費 16,350 31,209

   新株発行費償却 4,486 4,486

   受取利息及び受取配当金 △3,691 △ 3,811

   支払利息 1,005 ―

   固定資産除却損 63 146

   上場関連費用 16,743 ―

   売上債権の増減額（増加：△） △83,503 △ 209,421

   たな卸資産の増減額（増加：△） △151,627 175,707

   その他流動資産の増減額（増加：△） △27,398 24,393

   その他資産の増減額（増加：△） 318 ―

   仕入債務の増減額（減少：△） 172,087 192,726

   未払金の増減額（減少：△） △14,094 4,129

   未払法人税等の増減額（減少：△） ― 11,950

   未払消費税等の増減額（減少：△） △14,324 20,800

   その他流動負債の増減額（減少：△） △1,055 9,256

    小計 522,796 922,893

   利息及び配当金の受取額 3,691 3,811

   利息の支払額 △707 ―

   法人税等の支払額 △271,249 △ 273,797

   営業活動によるキャッシュ・フロー 254,530 652,907

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の払出による収入 400,000 ―

   投資有価証券の取得による支出 △94,000 △ 20,000

   関係会社株式の取得による支出 ― △ 441,000

   有形固定資産の取得による支出 △11,598 △ 51,042

   ソフトウェアの取得による支出 △11,075 △ 77,045

   敷金保証金の支払額 △7,590 ―

   敷金保証金の返金額
   その他

―
1,071

1,017
―

   投資活動によるキャッシュ・フロー 276,806 △588,070

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入による収入 60,000 ―

   短期借入金の返済による支出 △160,000 ―

   長期借入金の返済による支出 △21,960 ―

   株式の発行による収入 1,026,199 6,500

   財務活動によるキャッシュ・フロー 904,239 6,500

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 1,435,576 71,336

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 633,330 2,068,907

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 2,068,907 2,140,244



④ 【利益処分計算書】 

  

 
 （注）日付は株主総会承認年月日であります。 

  

第６期
(平成16年12月22日)

第７期 
(平成17年12月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 752,379 1,140,782

Ⅱ 利益処分額 ― ―

Ⅲ 次期繰越利益 752,379 1,140,782



重要な会計方針 

項目
第６期

(自 平成15年10月１日
至 平成16年９月30日)

第７期
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)       ―

 

     

(2) その他有価証券

  時価のないもの

   総平均法による原価法を採

 用しております。

(1) 関連会社株式

     移動平均法による原価法を採

     用しております。

(2) その他有価証券

  時価のないもの

   総平均法による原価法を採

 用しております。

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

材料  個別法に基づく原価法によっ

ております。

材料      同左

仕掛品 個別法に基づく原価法によっ

ております。

仕掛品     同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物 ３～18年

器具備品 ４～15年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

① 市場販売目的のソフトウェア

見込販売数量に基づく償却額と

見込販売可能期間(３年)に基づく

均等配分額を比較し、いずれか大

きい額を計上しております。

(2) 無形固定資産

① 市場販売目的のソフトウェア

同左

② 自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用してお

ります。ただし、ライセンス契約

で使用期間が定められているとき

は、当該期間を耐用年数とした定

額法による額を計上しておりま

す。

② 自社利用のソフトウェア

同左



  

 
  

項目
第６期

(自 平成15年10月１日
至 平成16年９月30日)

第７期
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

４ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

商法施行規則の規定する最長期間

(３年)で毎期均等償却しております。

(2) スプレッド方式による新株発行

 当社の平成16年９月16日の公募増資

による新株発行（2,700株）は、引受

証券会社は引受価額で引受を行い、こ

れを引受価額と異なる発行価格で一般

投資家に販売する、いわゆる「スプレ

ッド方式」の売買引受契約によってお

ります。

 「スプレッド方式」では発行価格と

引受価額との差額が事実上の引受手数

料となりますので、引受証券会社に対

する引受手数料の支払はありません。

 このため、引受証券会社に対して引

受手数料を支払う方式によった場合に

比べ、新株発行費の額と資本金及び資

本金剰余金合計額はそれぞれ23,940千

円少なく、経常利益及び税引前当期純

利益は同額多く計上されております。

(1) 新株発行費

同左

(2)      ―

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

なお、当期につきましては回収不能見

込額はありません。

貸倒引当金

同左

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

同左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左



追加情報 

第６期 
(平成16年９月30日)

第７期
(平成16年９月30日)

― 

 

 

 

 

 

 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会(平成16年2月13日))が公表さ

れたことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資本割11,950千円を販

売費及び一般管理費として処理しております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

第６期 
(平成16年９月30日)

第７期
(平成17年９月30日)

※１ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 66,240株

発行済株式総数 普通株式 22,260株

※１ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 89,040株

発行済株式総数 普通株式 22,410株

第６期
(自 平成15年10月１日
至 平成16年９月30日)

第７期
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

 

※１ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 49,392千円
 

※１ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 728,156千円

 

 

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

器具備品 63千円

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

器具備品 32千円

ソフトウェア 114千円

合計 146千円

第６期
(自 平成15年10月１日
至 平成16年９月30日)

第７期
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成16年９月30日)

現金及び預金勘定 1,918,899千円

3ヶ月以内に償還期限の到来する 
短期投信

150,007千円

現金及び現金同等物 2,068,907千円
 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成17年９月30日)

現金及び預金勘定 1,390,194千円

3ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投信

750,049千円

現金及び現金同等物 2,140,244千円

第６期
(自 平成15年10月１日
至 平成16年９月30日)

第７期
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記内容の重

要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なリース取

引のため財務諸表等規則第８条の６第６項の規定により

記載を省略しております。

同左



(有価証券関係) 

第６期事業年度(平成16年９月30日) 

 時価評価していない主な有価証券の内容 

 その他有価証券 

 

第７期事業年度(平成17年９月30日) 

 時価評価していない主な有価証券の内容 

 その他有価証券 

 
       なお、当事業年度末において、関連会社株式で時価のあるものはありません。 

(デリバティブ取引関係) 

第６期事業年度(自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

第７期事業年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

(退職給付関係) 

第６期事業年度(自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日) 

当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

第７期事業年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

内容 貸借対照表計上額

ＭＭＦ 150,007千円

非上場株式（店頭売買株式を除く） 94,000千円

 

内容 貸借対照表計上額

ＭＭＦ 50,026千円

ＦＦＦ 700,023千円

非上場株式 114,000千円

 

 

 

 



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

(持分法損益等) 

第６期事業年度(自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日) 

当社は関連会社を有しておらず、該当事項はありません。 

  

第７期事業年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

関連会社に持分法を適用した場合の投資損益等 

 (１)関連会社に対する投資の金額        441,000千円 

 (２)持分法を適用した場合の投資の金額     385,372千円 

 (３)持分法を適用した場合の投資損失の金額     55,627千円 

  

第６期
(自 平成15年10月１日
至 平成16年９月30日)

第７期
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

 

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動)

未払事業税 13,400千円

 繰延税金資産(流動)合計 13,400千円

繰延税金資産(固定)

ソフトウェア償却限度超過額 37,500千円

 繰延税金資産(固定)合計 37,500千円

 

 

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動)

未払事業税 32,500千円

 繰延税金資産(流動)合計 32,500千円

繰延税金資産(固定)

ソフトウェア償却限度超過額 310,100千円

 繰延税金資産(固定)合計 310,100千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため、記載を省略しております。

同左



【関連当事者との取引】 

第６期事業年度(自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日) 

    該当事項はありません。 

  

第７期事業年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

    該当事項はありません。 

     

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注)１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

第６期
(自 平成15年10月１日
至 平成16年９月30日)

第７期
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

１株当たり純資産額 103,304.57円 １株当たり純資産額 120,234.82円

１株当たり当期純利益 19,681.99円 １株当たり当期純利益 17,428.10円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

18,076.07円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

16,397.29円

当社は、平成16年６月17日付で株式１株につき３株の

株式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 54,073.47円

１株当たり当期純利益 17,686.63円

項目
第６期

(自 平成15年10月１日
至 平成16年９月30日)

第７期
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(千円) 348,922 388,402

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 348,922 388,402

期中平均株式数(株) 17,728.03 22,285.94

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額 ― ―

普通株式増加数(株) 1,575 1,401

（うち新株予約権(株)） （1,575） （1,401）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

―
第3回新株予約権(潜在株

式の数112株)



(重要な後発事象) 

  

 
  

第６期
(自 平成15年10月１日
至 平成16年９月30日)

第７期
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当社は、証券会社に提供するサービスの質・量の向上

を図り、既存事業である証券フロントシステム以外のマ

ーケットへの展開を図っていく方針の一環として、平成

16年11月10日付にてアーツ証券株式会社と業務提携及び

資本提携を行うことについて合意いたしました。

その合意に基づき、当社は平成16年11月26日にアーツ

証券株式会社の株式8,000株（うち5,000株を既存株主で

ある株式会社ダヴィンチ・アドバイザーズより譲り受

け、3,000株を第三者割当増資の引受け）を取得いたし

ました。これによりアーツ証券株式会社は、当社の関連

会社になっております。

(1) 取得した株式の会社の名称及び事業内容

① 名称      アーツ証券株式会社

② 住所      東京都千代田区紀尾井町３

番３号

③ 代表者の氏名  川崎 正
④ 資本金の額   836百万円（平成16年11月10日

現在）  
⑤ 事業の内容   証券業

(2) 取得した株式の数並びに取得価額及び取得後の持
   分比率
① 取得株式数   8,000株

② 取得価額    １株につき50,000円

          総額400百万円

③ 持分比率    当社は発行済株式の議決権数

                    の40.3％に相当する持分を保

                    有しています。

(3) 取得資金の調達方法

    取得資金につきましては、全額自己資金を充当

     しております。

 該当事項はありません。



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

     【株式】 

 
  

【その他】 

 
  

  

銘             柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

 (千円)

投資有価証券 その他有価証券

そしあす証券株式会社 500,000 94,000

 株式会社ファイナンシャル
 ブレインシステムズ        

           400             20,000

計 500,400 114,000

種 類 及 び 銘 柄 投資口数（口）
貸借対照表計上額 

 (千円)

有 価 証 券 その他有価証券

（証券投資信託の受益証券）
ＭＭＦ

     50,026,322              50,026

 （証券投資信託の受益証券）
 ＦＦＦ

   700,023,583            700,023

計     750,049,905             750,049



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 
  

  

【社債明細表】 

       該当事項はありません。 

  

  

  

【借入金等明細表】 

       該当事項はありません。 

  

  

  

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

建             物 10,751 7,487 ― 18,239 6,752 2,638 11,486

器   具   備   品 53,881 45,482 334 99,029 45,467 17,473 53,562

有形固定資産計 64,633 52,969 334 117,268 52,219 20,111 65,049

無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア 33,925 85,754 4,809 114,870 25,425 11,097 89,444

電  話 加 入 権 220 ― ― 220 ― ― 220

無形固定資産計 34,145 85,754 4,809 115,091 25,425 11,097 89,665

繰延資産

  新  株 発  行  費 13,460 ― 2,223 11,236 7,491 4,486 3,745

繰 延 資 産 計 13,460 ― 2,223 11,236 7,491 4,486 3,745

・有形固定資産

 器 具 備 品 電 子 計 算 機 13,168千円

サ ー バ ー 23,146千円

・無形固定資産

 ソフトウェア 販  売  用 30,000千円

自  社  利  用 55,754千円



【資本金等明細表】 

  

 
（注）１ 発行済株式の当期増加は、新株予約権等の権利行使によるものであります。     

  
 ２ 資本金及び資本準備金の増加は、新株予約権等の権利行使に伴う払込金6,500千円のうち、資本金に5,500

千円、資本準備金に1,000千円をそれぞれ組入れたことによるものであります。 

  

  

  

【引当金明細表】 

       該当事項はありません。 

  

区    分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 資 本 金 (千円) 706,150 5,500 ― 711,650

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (22,260) (150) (―) (22,410)

普通株式 (千円) 706,150 5,500 ― 711,650

計 (株) (22,260) (150) (―) (22,410)

計 (千円) 706,150 5,500 ― 711,650

資本準備金及び 
その他資本剰余金

(資本準備金)

株式払込剰余金 (千円) 841,030 1,000 ― 842,030

計 (千円) 841,030 1,000 ― 842,030

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (千円) ― ― ― ―

(任意積立金) (千円) ― ― ― ―

計 (千円) ― ― ― ―



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

③ 材料 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 694

預金の種類

普通預金 1,389,499

小計 1,389,499

合計 1,390,194

相手先 金額(千円)

センチュリー・リーシング・システム株式会社 89,250

日本協栄証券株式会社 88,007

光証券株式会社 52,836

コスモ証券株式会社 19,281

ウツミ屋証券株式会社 17,627

その他 88,115

合計 355,119

前期繰越高(千円) 当期発生高(千円) 当期回収高(千円) 次期繰越高(千円) 回収率(％) 滞留期間(日)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

145,698 3,016,507 2,807,086 355,119 88.8 30.3

区分 金額(千円)

ライセンス 100

合計 100



④ 仕掛品 

  

 
  

⑤ 関係会社株式 

  

 
  

  

⑥ 繰延税金資産 

繰延税金資産は310,100千円であり、その内容については「財務諸表等（1）財務諸表 注記事項

（税効果会計関係）」に記載しております。 

  

⑦ 買掛金 

  

 
  

⑧ 未払法人税等 

  

 
  

品目 金額(千円)

ソフトウェア 7,125

合計 7,125

 
関連会社 
株式

銘柄 金額(千円)

アーツ証券株式会社 400,000

アーツ投資顧問株式会社 31,000

株式会社ディジタルコンサルティング 10,000

合計 441,000

相手先 金額(千円)

株式会社ファイナンシャルブレインシステムズ 222,848

伊藤忠テクノサイエンス株式会社 100,942

株式会社シー・エス・エス 14,700

ＫＶＨ株式会社 11,216

株式会社ディジタルコンサルティング 9,450

その他 22,770

合計 381,927

相手先 金額(千円)

法人税 300,229

住民税 63,557

事業税 81,249

合計 445,035



  

(3) 【その他】 

該当事項はございません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １ 当社は端株制度の適用を受けておりますが、現在端株は生じていないため、端株原簿の作成は行っておりま

せん。 

２ 株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第16条第５項に基づき、商法第281条第１項第１号及び

第２号に定める貸借対照表及び損益計算書に係る情報を、当社のインターネット・ホームページ（アドレス

(URL)は、http://www.itrade.co.jp/ir/index.html）において提供している。 

３ 平成17年12月20日開催の定時株主総会において、以下のとおり定款を変更している。 

当会社の公告は、電子公告により行う。但し、電子公告を行うことができない事故が生じたときは、日本経

済新聞に掲載する。 

なお、公告を掲載するホームページのアドレス(URL)はhttp://www.itrade.co.jp/ir/index.htmlである。 

４ UFJ信託銀行株式会社は平成17年10月１日付をもって三菱信託銀行株式会社と合併し、三菱UFJ信託銀行とし

て新発足したため、株式の名義書換え及びは端株の買取りについては以下のとおり変更されております。 

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所  三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

  

決算期 ９月30日

定時株主総会 毎期決算の翌日から３ヵ月以内

基準日 ９月30日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

中間配当基準日 ３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 UFJ信託銀行株式会社

  取次所 UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

端株の買取り

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 UFJ信託銀行株式会社

  取次所 UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載新聞名 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第６期)

自 平成15年10月１日
至 平成16年９月30日

平成16年12月22日 
関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書 (第７期中) 自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月24日
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成16年12月22日

株式会社インタートレード 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社インタートレードの平成15年10月１日から平成16年９月30日までの第６期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社インタートレードの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

  

 
  

港陽監査法人

代表社員
関与社員

公認会計士  久  野  太  辰  ㊞

社  員
関与社員

公認会計士  赤  坂  和  仁  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年12月20日

株式会社インタートレード 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社インタートレードの平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第７期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社インタートレードの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

  

 
  

港陽監査法人

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  久  野  太  辰  ㊞

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  慎  一  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。
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